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グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）（平成 13 年４月１日全面施行）の概要

 
 

 環境負荷の低減に資する物品・役務（環境物品等）について、 

① 国等の公的部門における調達の推進  ⇒  環境負荷の少ない持続可能な社会の構築 

  ② 情報の提供など 

(第１条) 

 
 
 
 
 
 
 
    
    

製品メーカー等 (第 12 条) 
製造する物品等についての適切な環境

情報の提供 

環境ラベル等の情報提供団体 (第 13 条) 

科学的知見、国際的整合性を踏まえた情

報の提供 

情報の提供 

国（政府） 
♦ 製品メーカー、環境ラベル団体等が提供する情報を整理、分析して提供 (第 14 条) 
♦ 適切な情報提供体制のあり方について引き続き検討 (附則第２項) 

目 的 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

国等の各機関 (第７条) 
(国会、裁判所、各省、独立行政法人等) 

「基本方針」の策定 (第６条) 

・国等による環境物品等の調達の推進に関す

る基本的方向 
・特定調達品目及びその判断の基準等 

（平成 21 年 2 月閣議決定 19 分野 246 品目）

環境大臣が各大臣等に必要な要請 (第９条) 

 

 

・ 毎年度、調達方針を作成 
・ 調達方針に基づき調達推進 

（努力義務） 

  

 

物品購入等に際し、できる限り、

環境物品等を選択 
（一般的責務） 

毎年度「調達方針」を作成・公表 

調達方針に基づき、調達推進 

調達実績の取りまとめ・公表 
環境大臣への通知 

環境調達を理由として、物品調達の総量を

増やすこととならないよう配慮 (第 11 条) 

(第５条)

(第 10 条)

国等における調達の推進

地方公共団体・地方独立行政法人

事業者・国民 

毎年度見直し 



                          

 

 

 

 

 

 

環境物品等の調達の推進に関する基本方針 

（抄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年２月 

 



                          

８．エアコンディショナー等 

８－１ エアコンディショナー 

(1) 品目及び判断の基準等 

エアコンディョ

ナー 

【判断の基準】 

①冷暖房の用に供し、かつ、家庭用品品質表示法施行令別表第３号（七）

のエアコンディショナーであって、直吹き形で壁掛け形のもの（マル

チタイプのもののうち室内機の運転を個別制御するものを除く。）の

うち冷房能力が4.0kW以下のものについては、エネルギー消費効率が

表１に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率に92/100を乗じ

て小数点以下１桁未満の端数を切り上げた数値を下回らないこと。 

②上記①以外の冷暖房の用に供するエアコンディショナーについては、

エネルギー消費効率が表２に示された区分ごとの基準エネルギー消

費効率（ただし、家庭用品品質表示法施行令別表第３号（七）のエア

コンディショナーであって、直吹き形でウィンド形又はウォール形の

もの及び直吹き形で壁掛け形のものにあっては120/100を乗じて小数

点以下１桁未満の端数を切り上げたもの）の数値を下回らないこと。

③冷房の用にのみ供するエアコンディショナーについては、エネルギー

消費効率が表３に示された区分ごとの基準エネルギー消費効率の数

値を下回らないこと。 

④冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

⑤特定の化学物質（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、PBB、PBDE）

の含有情報がウエブサイトを始めラベル等で容易に確認できること。
 
【配慮事項】 

①資源有効利用促進法の判断の基準を踏まえ、製品の長寿命化及び省資

源化又は材料の再生利用のための設計上の工夫がなされていること。

②プラスチック部品が使用される場合には、再生プラスチックが可能な

限り使用されていること。 

③製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄

時の負荷低減に配慮されていること、又は、包装材の回収及び再使用

又は再生利用システムがあること。 

備考） １ 次のいずれかに該当するものについては、本項の判断の基準の対象とする「エアコンデ

ィショナー」に含まれないものとする。 

①冷房能力が 28kW を超えるもの 

②水冷式のもの 

③圧縮用電動機を有しない構造のもの  

④電気以外のエネルギーを暖房の熱源とする構造のもの  

⑤機械器具の性能維持若しくは飲食物の衛生管理のための空気調和を目的とする温度制

御機能又は除じん性能を有する構造のもの  

⑥専ら室外の空気を冷却して室内に送風する構造のもの  

⑦スポットエアコンディショナー  

⑧車両その他の輸送機関用に設計されたもの  

⑨室外測熱交換器の給排気口にダクトを有する構造のもの  

⑩冷房のための熱を蓄える専用の蓄熱槽(暖房用を兼ねるものを含む。)を有する構造のも



                          

の  

⑪高気密・高断熱住宅用に設計されたもので、複数の居室に分岐ダクトで送風し、換気

装置と連動した制御を行う構造のもの  

⑫専用の太陽電池モジュールで発生した電力によって圧縮機、送風機その他主要構成機

器を駆動する構造のもの 

⑬床暖房又は給湯の機能を有するもの 

２ 判断の基準⑤については、ユニット型エアコンディショナー（パッケージ用のものを除

く。）に適用することとし、特定の化学物質の含有表示方法は、JIS C 0950:2008（電気・

電子機器の特定の化学物質の含有表示方法）に定める方法によること。 

３ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。

４ 調達を行う各機関は、化学物質の適正な管理のため、物品の調達時に確認した特定の化

学物質の含有情報を、当該物品を廃棄するまで管理・保管すること。 

５ 空冷式熱交換器にドレン水又は雨水を噴霧又は散水することにより、潜熱を利用して冷

却効果を高め、熱交換器から発生する顕熱を抑制する省エネルギー補助装置については、

今後の技術開発や市場化の動向を踏まえ、品目への追加を検討する。 

 

 

表１ 冷暖房の用に供するエアコンディショナーに係る基準エネルギー消費効率 

区 分 基準エネルギー 
消 費 効 率 冷 房 能 力 室内機の寸法タイプ 

3.2kW 以下 
寸法規定タイプ 5.8 

寸法フリータイプ 6.6 

3.2kW 超 

4.0kW 以下 

寸法規定タイプ 4.9 

寸法フリータイプ 6.0 

備考） １ 「室内機の寸法タイプ」とは、室内機の横幅寸法 800 ミリメートル以下かつ高さ 295 ミリ

メートル以下の機種を寸法規定タイプとし、それ以外を寸法フリータイプとする。 

２ エネルギー消費効率の算定法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づ

く経済産業省告示第 285 号（平成 18年 9月 19 日）の「３エネルギー消費効率の測定方法(2)」

による。 

 

 



                          

表２ 冷暖房の用に供するエアコンディショナーに係る基準エネルギー消費効率 

区 分 基準エネルギー

消費効率 ユニットの形態 冷 房 能 力 

直吹き形でウィンド形又はウォー

ル形のもの 
 2.85 

直吹き形で壁掛け形のもの(マルチ

タイプのもののうち室内機の運転

を個別制御するものを除く。) 

2.5kW 以下 5.27 

2.5kW 超 3.2kW 以下 4.90 

3.2kW 超 4.0kW 以下 3.65 

4.0kW 超 7.1kW 以下 3.17 

7.1kW 超 3.10 

直吹き形でその他のもの(マルチタ

イプのもののうち室内機の運転を

個別制御するものを除く。) 

2.5kW 以下 3.96 

2.5kW 超 3.2kW 以下 3.96 

3.2kW 超 4.0kW 以下 3.20 

4.0kW 超 7.1kW 以下 3.12 

7.1kW 超 3.06 

ダクト接続形のもの(マルチタイプ

のもののうち室内機の運転を個別

制御するものを除く。) 

4.0kW 以下 3.02 

4.0kW 超 7.1kW 以下 3.02 

7.1kW 超 3.02 

マルチタイプのものであって室内

機の運転を個別制御するもの 

4.0kW 以下 4.12 

4.0kW 超 7.1kW 以下 3.23 

7.1kW 超 3.07 

備考） １ 「ダクト接続形のもの」とは、吹き出し口にダクトを接続するものをいう。以下表３に

おいて同じ。 

２ 「マルチタイプのもの」とは、1の室外機に 2以上の室内機を接続するものをいう。以下

表３において同じ。 

３ エネルギー消費効率の算定法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基

づく経済産業省告示第 285 号（平成 18 年 9 月 19 日）の「３エネルギー消費効率の測定方

法(1)」による。以下表３において同じ。 

 

 



                          

表３ 冷房の用のみに供するエアコンディショナーに係る基準エネルギー消費効率 

区 分 基準エネルギー

消費効率 ユニットの形態 冷 房 能 力 

直吹き形でウィンド形又はウォー

ル形のもの 
 2.67 

直吹き形で壁掛け形のもの(マルチ

タイプのもののうち室内機の運転

を個別制御するものを除く。) 

2.5kW 以下 3.64 

2.5kW 超 3.2kW 以下 3.64 

3.2kW 超 4.0kW 以下 3.08 

4.0kW 超 7.1kW 以下 2.91 

7.1kW 超 2.81 

直吹き形でその他のもの(マルチタ

イプのもののうち室内機の運転を

個別制御するものを除く。) 

4.0kW 以下 2.88 

4.0kW 超 7.1kW 以下 2.85 

7.1kW 超 2.85 

ダクト接続形のもの(マルチタイプ

のもののうち室内機の運転を個別

制御するものを除く。) 

4.0kW 以下 2.72 

4.0kW 超 7.1kW 以下 2.71 

7.1kW 超 2.71 

マルチタイプのものであって室内

機の運転を個別制御するもの 

4.0kW 以下 3.23 

4.0kW 超 7.1kW 以下 3.23 

7.1kW 超 2.47 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度のエアコンディショナーの調達(リース・レンタル契約を含む。)総量（台数）

に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 

 
 

 



                          

１１．自動車等 

１１－１ 自動車 

(1) 品目及び判断の基準等 

自動車 【判断の基準】 

○新しい技術の活用等により従来の自動車と比較して著しく環境負荷の低

減を実現した自動車であって、次に掲げる自動車であること。 

①電気自動車 

②天然ガス自動車 

③メタノール自動車 

④ハイブリッド自動車 

⑤プラグインハイブリッド自動車 

⑥燃料電池自動車 

⑦水素自動車 

⑧ガソリン車 

ア．乗用車にあっては、「低排出ガス車認定実施要領（平成12年運輸省

告示第103号。以下「認定実施要領」という。）」の基準のうち、平成

17年基準排出ガス50%低減レベル以上に適合し、表１に示された区分

ごとの燃費基準値を満たす自動車 

イ．軽量車、軽貨物車又は中量車にあっては、認定実施要領の基準のう

ち、平成17年基準排出ガス50%低減レベル以上に適合し、表４に示さ

れた区分ごとの燃費基準値を満たす自動車 

⑨ディーゼル車 

ア．乗用車にあっては、表３に示された区分の排出ガス基準に適合し、

表４に示された区分ごとの燃費基準値を満たす自動車 

イ．軽量車又は中量車にあっては、表３に示された区分ごとの排出ガス

基準に適合し、表６に示された区分ごとの燃費基準値を満たす自動車

⑩LPガス車 

ア．乗用車にあっては、認定実施要領の基準のうち、平成17年基準排出

ガス50%低減レベル以上に適合し、表２に示された区分ごとの燃費基

準値を満たす自動車 

イ．軽量車、軽貨物車又は中量車にあっては、認定実施要領の基準のう

ち、平成17年基準排出ガス50%低減レベル以上に適合し、表７に示さ

れた区分ごとの燃費基準値を満たす自動車 

 

【配慮事項】 

①鉛の使用量（バッテリーに使用されているものを除く。）が可能な限り削

減されていること。 

②資源有効利用促進法の判断の基準を踏まえ、製品の長寿命化及び省資源化

又は部品の再使用若しくは材料の再生利用のための設計上の工夫がなさ

れていること。 

③再生材が可能な限り使用されていること。 

④アイドリングストップ自動車として設計・製造されていること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「自動車」は、普通自動車、小型自動車及び軽自動車（た

だし、判断の基準のうち①から⑦については二輪車を、⑧から⑩については二輪車及び重

量車を除く。）とする。 

２ 一般公用車（通常の行政事務の用に供する乗用自動車（乗車定員 10名以下のものに限る。）

であって、普通自動車又は小型自動車であるものをいう。以下同じ。）については、電気自



                          

動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッ

ド自動車、燃料電池自動車、水素自動車又は認定実施要領の基準のうち、平成 17 年基準排

出ガス 75%低減レベルに適合し、ガソリン乗用自動車にあっては表１に示された区分ごとの

燃費基準値を、LP ガス乗用自動車にあっては表２に示された区分ごとの燃費基準値を満た

す自動車、並びにディーゼル乗用自動車にあっては表３に示された区分の排出ガス基準に

適合し、表４に示された区分ごとの燃費基準値を満たす自動車とする。ただし、行政事務

の遂行にあたり、目的に合致する適当な車種がない特別な場合には判断の基準⑧、⑨又は

⑩の自動車のうち、排ガス性能の良い自動車を優先して購入することとする。 

３ 京都議定書目標達成計画におけるバイオマス由来の輸送用燃料に係る記載内容を踏ま

え、全本府省の一般公用車にあっては、複数事業者によりバイオエタノール混合ガソリン

（E3 及び ETBE）の供給体制が整備されていることから、その積極的な利用に努めること。

なお、供給体制は今後順次整っていくことから、供給体制が整備されている地域から積極

的な利用を検討すること。 

 

 

表１ ガソリン乗用車に係る10・15モード燃費基準 

区 分 燃費基準値 

 車両重量が  703kg未満    21.2km/L以上 

 車両重量が  703kg以上  828kg未満    18.8km/L以上 

 車両重量が  828kg以上1,016kg未満    17.9km/L以上 

 車両重量が1,016kg以上1,266kg未満    16.0km/L以上 

 車両重量が1,266kg以上1,516kg未満    13.0km/L以上 

 車両重量が1,516kg以上1,766kg未満    10.5km/L以上 

 車両重量が1,766kg以上2,016kg未満     8.9km/L以上 

 車両重量が2,016kg以上2,266kg未満     7.8km/L以上 

 車両重量が2,266kg以上     6.4km/L以上 

 

 

表２ LPガス乗用車に係る10・15モード燃費基準 

区 分 燃費基準値 

 車両重量が  703kg未満    15.9km/L以上 

 車両重量が  703kg以上  828kg未満    14.1km/L以上 

 車両重量が  828kg以上1,016kg未満    13.5km/L以上 

 車両重量が1,016kg以上1,266kg未満    12.0km/L以上 

 車両重量が1,266kg以上1,516kg未満     9.8km/L以上 

 車両重量が1,516kg以上1,766kg未満     7.9km/L以上 

 車両重量が1,766kg以上2,016kg未満     6.7km/L以上 

 車両重量が2,016kg以上2,266kg未満     5.9km/L以上 

 車両重量が2,266kg以上     4.8km/L以上 

 

 



                          

表３ ディーゼル自動車に係る排出ガス基準（JC08モード） 

区 分 粒子状物質 窒素酸化物 非メタン炭化水素 一酸化炭素 

乗用車・軽量車 0.005g/km以下 0.08g/km以下 0.024g/km以下 0.63g/km以下 

中量車 0.007g/km以下 0.15g/km以下 0.024g/km以下 0.63g/km以下 

 

 

表４ ディーゼル乗用車に係るJC08モード燃費基準 

区 分 燃費基準値 

 車両重量が  601kg未満    24.8km/L以上 

 車両重量が  601kg以上  741kg未満    24.0km/L以上 

 車両重量が  741kg以上  856kg未満    23.1km/L以上 

 車両重量が  856kg以上  971kg未満    22.9km/L以上 

 車両重量が  971kg以上1,081kg未満    22.6km/L以上 

 車両重量が1,081kg以上1,196kg未満    20.6km/L以上 

 車両重量が1,196kg以上1,311kg未満    18.9km/L以上 

 車両重量が1,311kg以上1,421kg未満    17.4km/L以上 

 車両重量が1,421kg以上1,531kg未満    15.8km/L以上 

 車両重量が1,531kg以上1,651kg未満    14.5km/L以上 

 車両重量が1,651kg以上1,761kg未満    13.4km/L以上 

 車両重量が1,761kg以上1,871kg未満    12.2km/L以上 

 車両重量が1,871kg以上1,991kg未満    11.2km/L以上 

 車両重量が1,991kg以上2,101kg未満    10.3km/L以上 

 車両重量が2,101kg以上2,271kg未満     9.6km/L以上 

 車両重量が2,271kg以上     8.1km/L以上 

 



                          

表５ ガソリン貨物車に係る10・15モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

軽貨物車 

手 動 式 

  703kg未満 
構造A 20.2km/L以上 

構造B 17.0km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 18.0km/L以上 

構造B 16.7km/L以上 

  828kg以上  15.5km/L以上 

手動式以外のもの 

  703kg未満 
構造A 18.9km/L以上 

構造B 16.2km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 16.5km/L以上 

構造B 15.5km/L以上 

  828kg以上  14.9km/L以上 

車両総重量が
1.7t以下のもの 

手 動 式 
1,016kg未満  17.8km/L以上 

1,016kg以上  15.7km/L以上 

手動式以外のもの 
1,016kg未満  14.9km/L以上 

1,016kg以上  13.8km/L以上 

車両総重量が
1.7t超2.5t以下
のもの 

手 動 式 

1,266kg未満 
構造A 14.5km/L以上 

構造B 12.3km/L以上 

1,266kg以上1,516kg未満  10.7km/L以上 

1,516kg以上   9.3km/L以上 

手動式以外のもの 
1,266kg未満 

構造A 12.5km/L以上 

構造B 11.2km/L以上 

1,266kg以上  10.3km/L以上 

備考） １ 「構造 A」とは、次に掲げる要件のいずれにも該当する構造をいう。以下表６及び７につ

いて同じ。 

イ 最大積載量を車両総重量で除した値が 0.3 以下となるものであること。 

ロ 乗車装置及び物品積載装置が同一の車室内に設けられており、当該車室と車体外と

を固定された屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切られるものであること。 

ハ 運転者室の前方に原動機を有するものであること。 

２ 「構造 B」とは、構造 A 以外の構造をいう。以下表６及び７について同じ。 

３ 「構造 B1」とは、構造 B のうち備考１ロに掲げる要件に該当する構造をいう。表６につ

いて同じ。 

４ 「構造 B2」とは、構造 B のうち構造 B1 以外の構造をいう。表６について同じ。 

 

 



                          

表６ ディーゼル貨物車に係る JC08 モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

車両総重量が
1.7t以下のもの 

手 動 式 
1,081kg未満  20.4km/L以上 

1,081kg以上  18.8km/L以上 

手動式以外のもの 

1,081kg未満  19.1km/L以上 

1,081kg以上1,196kg未満  17.4km/L以上 

1,196kg以上  16.2km/L以上 

車両総重量が
1.7t超3.5t以下
のもの 

手 動 式 

1,421kg未満 
構造A又は構造B1 14.5km/L以上 

構造B2 14.3km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造A又は構造B1 14.1km/L以上 

構造B2 12.9km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造A又は構造B1 13.8km/L以上 

構造B2 12.6km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 
構造A又は構造B1 13.6km/L以上 

構造B2 12.4km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 
構造A又は構造B1 13.3km/L以上 

構造B2 12.0km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 
構造A又は構造B1 12.8km/L以上 

構造B2 11.3km/L以上 

1,991kg以上2,101kg未満 
構造A又は構造B1 12.3km/L以上 

構造B2 11.2km/L以上 

2,101kg以上 
構造A又は構造B1 11.7km/L以上 

構造B2 11.1km/L以上 

車両総重量が
1.7t超3.5t以下
のもの 

手動式以外のもの 

1,421kg未満 
構造A又は構造B1 13.1km/L以上 

構造B2 12.5km/L以上 

1,421kg以上1,531kg未満 
構造A又は構造B1 12.8km/L以上 

構造B2 11.8km/L以上 

1,531kg以上1,651kg未満 
構造A又は構造B1 11.5km/L以上 

構造B2 10.9km/L以上 

1,651kg以上1,761kg未満 
構造A又は構造B1 11.3km/L以上 

構造B2 10.6km/L以上 

1,761kg以上1,871kg未満 
構造A又は構造B1 11.0km/L以上 

構造B2 9.7km/L以上 

1,871kg以上1,991kg未満 
構造A又は構造B1 10.8km/L以上 

構造B2 9.5km/L以上 

1,991kg以上2,101kg未満 
構造A又は構造B1 10.3km/L以上 

構造B2 9.0km/L以上 

2,101kg以上 
構造A又は構造B1 9.4km/L以上 

構造B2 8.8km/L以上 

 



                          

表７ LPガス貨物車に係る10・15モード燃費基準 

区 分 
燃費基準値 

自動車の種別 変速装置の方式 車両重量 自動車の構造 

軽貨物車 

手 動 式 

  703kg未満 
構造A 15.8km/L以上 

構造B 13.3km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 14.1km/L以上 

構造B 13.1km/L以上 

  828kg以上  12.1km/L以上 

手動式以外のもの 

  703kg未満 
構造A 14.8km/L以上 

構造B 12.7km/L以上 

  703kg以上  828kg未満 
構造A 12.9km/L以上 

構造B 12.1km/L以上 

  828kg以上  11.7km/L以上 

車両総重量が

1.7t以下のもの 

手 動 式 
1,016kg未満  13.9km/L以上 

1,016kg以上  12.3km/L以上 

手動式以外のもの 
1,016kg未満  11.7km/L以上 

1,016kg以上  10.8km/L以上 

車両総重量が

1.7t超2.5t以下

のもの 

手 動 式 

1,266kg未満 
構造A 11.3km/L以上 

構造B  9.6km/L以上 

1,266kg以上1,516kg未満   8.4km/L以上 

1,516kg以上   7.3km/L以上 

手動式以外のもの 
1,266kg未満 

構造A  9.8km/L以上 

構造B  8.8km/L以上 

1,266kg以上   8.1km/L以上 

 
 
 
(2) 目標の立て方 

①一般公用車にあっては、当該年度における調達(リース・レンタル契約を含む。)総量（台

数）とする。 

②一般公用車以外の自動車にあっては、当該年度における調達(リース・レンタル契約を含

む。)総量（台数）に占める基準を満たす物品の数量（台数）の割合とする。 

ただし、次に掲げる自動車については、当該年度における調達（リース・レンタル契

約を含む。）総量（台数）においても目標を立てるものとする。 

ア． 電気自動車 

イ． 天然ガス自動車 

ウ． メタノール自動車 

エ． ハイブリッド自動車 

オ． プラグインハイブリッド自動車 

カ． 燃料電池自動車 

キ． 水素自動車 

ク． ガソリン乗用自動車にあっては認定実施要領の基準のうち、平成 17 年基準排出



                          

ガス 75%低減レベルに適合し、表１に示された区分ごとの燃費基準値を、LP ガス

乗用自動車にあっては認定実施要領の基準のうち、平成 17 年基準排出ガス 75%
低減レベルに適合し、表２に示された区分ごとの燃費基準値を満たす自動車、又

はディーゼル乗用自動車にあっては表３に示された区分の排出ガス基準に適合し、

表４に示された区分ごとの燃費基準値を満たす自動車 

 



                          

１１－２ ＩＴＳ対応車載器 

(1) 品目及び判断の基準等 

ＥＴＣ対応車

載器 

【判断の基準】 

○ノンストップ自動料金支払いシステム（ETC）に対応し、自動車に取り

付け、有料道路の料金所に設置されたアンテナとの間で無線通信により

車両や通行料金等に関する情報のやり取りを行う装置であること。 

カーナビゲー

ションシステ

ム 

【判断の基準】 

○走行中の自動車の運転者に対して、次に示す情報を、車載の画面に表示

あるいは音声により案内して、知らせる機能が搭載されていること。 

①走行中の自動車の現在位置・進行方向 

②周辺の道路交通状況に関する現在情報 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

各品目の当該年度における調達総数（個数）とする。 

 



                          

１１－３ タイヤ 

(1) 品目及び判断の基準等 

一般公用車用タ

イヤ 

【判断の基準】 

①転がり抵抗が10%以上低減されたタイヤであること。 

②スパイクタイヤでないこと。 

 

【配慮事項】 

①製品の長寿命化に配慮されていること。 

②走行時の静粛性の確保に配慮されていること。 

③製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄

時の負荷低減に配慮されていること、又は、包装材の回収及び再使用

又は再生利用システムがあること。 

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「一般公用車用タイヤ」は、市販用のタイヤ（スタッド

レスタイヤを除く。）であって、自動車の購入時に装着されているタイヤを規定するもので

はない。 

２ 「一般公用車」とは、通常の行政事務の用に供する乗用自動車（乗車定員 10 名以下のも

のに限る。）であって、普通自動車又は小型自動車であるものをいう。 

３ 「転がり抵抗が 10%以上低減されたタイヤ」とは、当該タイヤの製造事業者又は販売事業

者の従来型製品に比べ転がり抵抗が 10%以上低減されているタイヤであって、負荷荷重性

能、ブレーキ性能、操縦性能等タイヤの基本性能が確保されているタイヤとする。なお、

転がり抵抗の低減率と燃費効率の向上率とは必ずしも同一ではない。 

４ 現段階の転がり抵抗の算出に係る測定条件は、当該タイヤの製造事業者又は販売事業者

が「タイヤ公正取引協議会」に届け出た方法によるものとする。 

５ 判断の基準②は、スパイクタイヤ粉じんの発生を防止し、もって国民の健康を保護する

とともに、生活環境を保全するという「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」

（平成２年法律第 55 号）の趣旨を踏まえたものである。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度における一般公用車用タイヤの調達総量（本数）に占める基準を満たす物品の

数量（本数）の割合とする。 

 



                          

１１－４ エンジン油 

(1) 品目及び判断の基準等 

２サイクルエン

ジン油 

【判断の基準】 

①生分解度が28日以内で60%以上であること。 

②魚類による急性毒性試験の96時間LC50値が100mg/l以上であること。 

 

【配慮事項】 

○製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄

時の負荷低減に配慮されていること、又は、包装材の回収及び再使用

又は再生利用システムがあること。 

備考） １ 生分解度の試験方法は、次のいずれかの方法とする。ただし、これらの試験方法につい

ては、10-d window を適用しない。 

※OECD（経済協力開発機構）化学品テストガイドライン 

・301B（CO2発生試験） 

・301C（修正 MITI(Ⅰ)試験） 

・301F（Manometric Respirometry 試験） 

※ASTM（アメリカ材料試験協会） 

・D5864（潤滑油及び潤滑油成分の水環境中の好気的生分解度を決定する標準試験法）

・D6731（密閉 respirometer 中の潤滑油、又は潤滑油成分の水環境中の好気的生分解

度を決定する標準試験法） 

２ 魚類の急性毒性試験方法は、次のいずれかの方法とする。 

※JIS（日本工業規格） 

・K 0102（工場排水試験方法） 

・K 0420-71 シリーズ（10、20、30） 

（水質-淡水魚［ゼブラフィッシュ（真骨類，コイ科）］に対する化学物質の急性毒性

の測定-第１部：止水法、第２部：半止水法、第３部：流水法） 

※OECD（経済協力開発機構） 

・203（魚類急性毒性試験） 

なお、難水溶性の製品は、ASTM D6081（水環境中における潤滑油の毒性試験のための

標準実施法: サンプル準備及び結果解釈） の方法などを参考に調製された WAF（水適

応性画分）や WSF（水溶解性画分）を試料として使ってもよい。この場合、96 時間 LL50

値が 100mg/l 以上であること。 

 

 

 

(2) 目標の立て方 

当該年度における調達総量（リットル）に占める基準を満たす物品の数量（リットル）

の割合とする。 
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